チャランケ通信　第４5号　2014年1月１日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
                                       前内閣官房参与　峰崎直樹
あけまして、おめでとう　今年もどうぞよろしくお願いします
辺野古基地建設、総理の靖国参拝、とても屠蘇気分でいられない
あけまして、おめでとうございます。月並みですが、今年こそ国民の生活が安定し、世界が平和になりますよう心から祈念したいと思います。
本来は、30日に出す予定だった45号なのですが、新年のあいさつを兼ねて元旦に出すことにしました。と言って、何も変わり映えしないのですが…。
昨年末は、来年度の予算編成を終え、本来であれば静かに正月休みに入る予定だったのだろうが、沖縄県知事が辺野古の埋め立てを事実上認める方針を決定した事と並んで、２６日には安倍総理が靖国神社への公式参拝を強行するなど、外交・安全保障問題に深刻かつ重大な影響を与える動きから目を離せなくなってきた。とてもお屠蘇気分に浸っておられる状況にはない。
仲井真知事は事実上の公約違反、本当に着工できるのか
沖縄県の普天間基地を名護市の辺野古に移転する計画は、政権交代前の自民党橋本政権時代に計画されたにもかかわらず、なかなか県知事からの認可が下りず、名護市長も移設反対派の稲嶺市長が当選するなど、沖縄県民の移設反対の声は根強いものがあった。そこへ政権交代が起き、鳩山総理は「国外、最低でも県外」という方針を打ち出し、いろいろと迷走したものの結果として辺野古への移設案に舞い戻っていたものである。今回、仲井真知事が辺野古への移設を事実上承認することとなったわけであるが、仲井真知事は2期目の知事選挙で辺野古への移設に反対しており、今回の承認とのギャップを記者会見の場でも批判されている。今後の展開がどのように推移していくのか、知事が承認したからと言って直ちに辺野古への新しい埋立て工事が無事に着工できるのか、予断を許さない。
稲嶺元知事、「マグマが堪っており大変なことが起きるかも」と不気味な予言
と言うのも、沖縄県民の反対運動がどのように展開されるのか、まことに予測できないからである。朝日新聞29日付の「仲井真氏の決断　歴代知事はこうみた」に登場された稲嶺恵一氏は、知事時代には条件付きで移設賛成の立場であったのだが、反対運動のために移設できなくなった経過がある。その稲嶺氏が次のように語っていることに注目したい。
　「今の沖縄にはマグマがたまっており、もっと大変なことが起こるかもしれない。」「日本全体では、沖縄が基地を引き受けろという意識が強いまま、尖閣問題などで対米依存度が高まっている。世論を背に政府は沖縄に強く迫る。一方、鳩山由紀夫首相が『最低でも県外』と訴え、県民世論は変わった。沖縄だけが基地を背負わなくてもいいんだ、と」
マグマがたまっているという状況認識は、県知事を経験された稲嶺氏だけに不気味さを感じさせるに十分である。前号でも指摘したように、沖縄問題について積極的に発言されている佐藤優氏などは、辺野古の埋め立てを強行すれば、流血の大参事にまで至り、結果として沖縄の独立にまで至るのではないかとさえ予測されている。アメリカも、もし辺野古の問題から始まった反基地の運動によって、沖縄のすべての基地からの米軍撤退にまで波及するようなことになれば、大変なことになることを心配しているとさえ言われている。それだけに、今回の一連の動きがどのように展開するのか、楽観視していないようだ。
冷静な翁長那覇市長、「言葉だけの約束も守られたためしがない」
さらに、沖縄の保守陣営のリーダーの一人である翁長那覇市長は、仲井真知事と安倍総理の一連の会談について次のように語ったと26日付の北海道新聞朝刊に報じられている。
「知事が何を持って首相に賛辞を送ったのかわからない。言葉だけの約束　も守られたためしがない。・・・・。大変残念だ。」
それにしても皮肉なもので、鳩山政権が倒れる大きな要因となった普天間基地の辺野古への移設問題であったが、結果として沖縄県民に「沖縄だけが基地を背負わなくても良いのだ」と言う意識を植え付けたという点での効果はまことに大きかったようで、総理を辞めても、沖縄県民の多くは鳩山氏には好感をもって受け止められているという。何はともあれ、沖縄県民の痛切な叫びにしっかりと応えられるようにしていく必要がある。
安倍総理、靖国神社に参拝、中国・韓国の怒り爆発へ
さて、官邸での仲井間知事との会談が終わった次の日である12月26日、丁度安倍第二次政権が発足して1周年と言う記念すべき日に、安倍総理は靖国神社に参拝した。かねてより安倍総理は、第一期安倍政権の時代に靖国神社に参拝できなかったことを大変に残念がっていたと言われ、何とか時期を見計らって参拝するチャンスを伺っていたようで、一握りの人以外には直前になって知らせたようだ。自民党の幹部の一人は、もう誰も止められない状態だと嘆いていたという。
米国・ロシアまで靖国参拝で安倍政権批判の輪へ、四面楚歌だ
当然のことながら、靖国神社への参拝の与えた影響は外交面で直ちに表れ、中国と韓国は、ただでさえ安倍政権との関係が険悪な中での参拝だけに、今後の日本との関係は尋常なことでは修復不可能なレベルに至っていることは間違いない。特に、尖閣問題で先鋭化している中国との関係では、軍事衝突の危険性すら懸念される状況にある。中国や韓国だけでなく、同盟関係にあるアメリカも声明を出して「落胆した」と批判を強めている。アメリカのケリー国務長官とヘーゲル国防長官が来日した際に、千鳥ヶ淵の戦没者墓苑に参拝したことは間接的に靖国参拝を批判しているメッセージだと言われており、同盟国アメリカの批判を招いたことの影響は深刻である。さらに、ＥＵも批判したことに加えロシアも靖国参拝批判の陣営に加わり、日本を取り巻く米露中韓の４か国を完全に“敵”に回してしまったのだ。今後の安倍外交が、靖国参拝によって二進も三進も行かなくなったことの深刻な影響をどのように打開していけるのか、内閣の命運どころか日本国の運命に直結する深刻な問題になるのではなかろうか。
でも、国民は安倍政権への批判を強めていないようだが・・・
そう思っているとき、共同通信社が28～29日にかけて実施した全国緊急世論調査の結果が30日に公表されている。「靖国参拝」について、「良かった」43,2％「良くなかった」47,1％であり、意外と接近している。もちろん、「外交に配慮」が「必要」69,8％「必要ない」25,3％と、外交面への配慮を求めているのではあるものの、国民は靖国参拝に対してそれほど問題視していないように思える。今後、政治だけでなく、経済や文化といった様々な分野に問題が広がり始めてくれば、今回の安倍総理の靖国参拝問題の深刻さを認識するのかもしれない。ここは一社の世論調査だけでなく、もう少し問題の拡がり状況を冷静に見てみる必要がありそうだ。
それにしても、今回の世論調査での安倍内閣に対する支持率が55,2％と前回に比較して1％上がっているのだ。また、政党支持率でも自民党は39,7％と前回調査より3,5％も上がっている。予算編成後の調査だけに、大過なく編成し終え、また補正予算の大盤振る舞いなども影響しているのかもしれない。ちょっと小生などとの認識とはギャップがありそうに思える。
今年1年多面的に考えたい、その矢先の超高齢社会の現実
『不可能を可能に』するために、望ましい社会像を口に出そう
外交・政治面だけでなく、今年も経済・財政・社会保障など多面的に捉えていきたい。新聞でも社会面にも注目していきたいと思っているところ、早速30日付の朝日新聞に新宿外山ハイツの近況が「また、誰か、亡くなった」と孤立した高齢者の厳しい実態が報道されていた。団塊の世代が1970年前後の結婚適齢期に住宅問題は深刻で、外山ハイツといえば山手線に近い一等地の住宅街で、垂涎の的であったことを思い出す。それが今や自治会もできない高齢者のたまり場になっているわけで、これからの超高齢社会をどのように迎えていけるのか、まことに寂しい限りである。
最後に、大沢真幸京都大学教授の次の言葉が明日への希望を抱かせてくれる。
　　「特に政治家は、根拠が無くても『不可能は可能になる』と言ってのけるある種の勇気と、それを人々に信じさせる言葉の力を持たなければなりません。」　
　　「自分が本当は何を望んでいるのか、どんな社会を目標にしたいのか。まずは口にしてみましょうよ。あなたが口にすることによって、不可能は可能になる可能性をはらむのです。」（朝日新聞12月31日オピニオンより）
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